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（公 印 省 略） 

 

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その 65） 

 

今般、新型コロナウイルスの感染が拡大している状況を踏まえ、臨時的な診療報酬の取

扱いについて、別紙のとおり厚生労働省より取扱いが示された旨、日本医師会より通知が

ありましたので取り急ぎご連絡申し上げます。 

今回の取扱いは、介護療養病床等に入院している者又は介護医療院若しくは介護老人保

健施設に入所する者が新型コロナウイルス感染症に感染した場合に、当該者に対して、ベ

クルリー点滴静注用 100mg（成分名：レムデシビル）を投与した場合の薬剤料の取扱いに

ついて示されております。 

つきましては、貴会会員への周知方よろしくお願い申し上げます。 

 

記 

 

問１ 介護療養病床等に入院している者又は介護医療院若しくは介護老人保健施設に入所

する者が新型コロナウイルス感染症に感染した場合に、当該者に対して、ベクルリ

ー点滴静注用 100mg（成分名：レムデシビル）（以下「本剤」という。）を、療養上

必要な事項について適切な注意及び指導を行ったうえで投与した場合に、特掲診療

料の施設基準等（平成 20年厚生労働省告示第 63号）第 16第３号に規定する注射薬

のうち、「抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するもの及び後

天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能又は効果を有するものに限る。）」とみ

なして、本剤に係る薬剤料を算定できるか。 

（答）算定可。なお、注射実施料等の算定については、特に定めのない限り、要介護被保

険者等である患者について療養に要する費用の額を算定できる場合（平成 20 年厚

生労働省告示第 128 号）等に基づき取り扱うことに留意されたい。 

また、この取扱いは、本事務連絡（新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上

の臨時的な取扱いについて（その 65））の発出日以降適用される。 

 

以上 



（保 268） 
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松 本 吉 郎 

 （公印省略） 

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その65） 

新型コロナウイルスの感染が拡大している状況を踏まえ、臨時的な診療報酬の取扱い等につ

いて、添付資料のとおり厚生労働省より取扱いが示されましたので、取り急ぎご連絡申し上げ

ます。 

今回の取扱いは、介護療養病床等に入院している者又は介護医療院若しくは介護老人保健施

設に入所する者が新型コロナウイルス感染症に感染した場合に、当該者に対して、ベクルリー

点滴静注用 100 mg（成分名：レムデシビル）を投与した場合の薬剤料の取扱いについて示され

たものであります。 

つきましては、貴会会員へのご対応等、よろしくお願い申し上げます。 

＜添付資料＞ 

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その 65） 

（令 4.1.28 事務連絡 厚生労働省保険局医療課） 

別　紙



事 務 連 絡 

令和４年１月 28 日 

地方厚生（支）局医療課 

都道府県民生主管部（局） 

 国民健康保険主管課（部） 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部） 

厚生労働省保険局医療課 

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その65） 

新型コロナウイルスの感染が拡大している状況を踏まえ、臨時的な診療報酬の取扱い等に

ついて別添のとおり取りまとめたので、その取扱いに遺漏のないよう、貴管下の保険医療機

関等に対し周知徹底を図られたい。 

以上

御中



（別添） 

問１ 介護療養病床等に入院している者又は介護医療院若しくは介護老人保健施設に入所

する者が新型コロナウイルス感染症に感染した場合に、当該者に対して、ベクルリー点

滴静注用 100 mg（成分名：レムデシビル）（以下「本剤」という。）を、療養上必要

な事項について適切な注意及び指導を行ったうえで投与した場合に、特掲診療料の施設

基準等（平成 20 年厚生労働省告示第 63 号）第 16 第３号に規定する注射薬のうち、「抗

ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するもの及び後天性免疫不全症

候群又はＨＩＶ感染症の効能又は効果を有するものに限る。）」とみなして、本剤に係

る薬剤料を算定できるか。

（答）算定可。なお、注射実施料等の算定については、特に定めのない限り、要介護被保険

者等である患者について療養に要する費用の額を算定できる場合（平成 20 年厚生労働省

告示第 128 号）等に基づき取り扱うことに留意されたい。 

また、この取扱いは、本事務連絡（新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時

的な取扱いについて（その 65））の発出日以降適用される。 


